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 情報通信審議会議事規則第 5 条及び接続に関する議事手続規則第 2 条の規定により、平成 20

年 2 月 20 日付け情審通第 27 号で公告された接続約款の変更案に関し、別紙のとおり再意見を

提出します。



別紙 

 

 このたびは、「平成 20 年度以降の加入光ファイバに係る接続料の改定」に対する再意見募集に関し、再意見提出の機会を設けて頂いたことにつきまして、

御礼申し上げます。以下のとおり弊社共の意見を述べさせて頂きますので、宜しくお取り計らいの程、お願い申し上げます。 

 

項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

① 

接 続 料

低廉化と

OSU 共

用 が 必

要 

 

KDDI 株 式 会

社 

今回の申請は加入者光ファイバの接続料に係るもの

ですが、ＦＴＴＨ普及促進のためには、加入者光ファイ

バ（１芯単位）の接続料の低廉化と、シェアドアクセス

の１分岐単位の接続料設定による公正競争確保の

両方が実現される必要があると考えます。 

【意見】 

弊社共は、FTTH 市場において公正競争環境を確保することが必要である

とする、KDDI 株式会社（以下、「KDDI」という。）殿、イー・アクセス株式会社

（以下、「イー・アクセス」という。）殿及びイー・モバイル株式会社（以下、「イ

ー・モバイル」という。）殿の意見に賛同します。 

• 現在、FTTH 市場において、東日本電信電話株式会社（以下、「NTT

東日本」という。）殿及び西日本電信電話株式会社（以下、「NTT 西日

本」という。）殿（以下、NTT 東日本及び NTT 西日本を合わせて「NTT

東西」という。）の独占化が進んでいることから、FTTH サービスをさら

に普及させるためには、FTTH 市場における公正競争環境を確保して

いくことが喫緊の課題であると考えます。FTTH 市場において公正競

争環境を確保するためには、今回の NTT 東西殿からの認可申請（以

下、「本申請」という。）における加入光ファイバに係る接続料（以下、

「本接続料」という。）のより一層の低廉化に加え、OSU 共用を前提と

した分岐端末回線あたりの接続料設定を実現することが必要であると

考えます。 

• このような中、本接続料の水準は、平成 13 年度から平成 19 年度に適

イー・アクセス

株式会社 

 

イー・モバイル

株式会社 

【基本的な考え方】 

平成２０年度以降の加入ダークファイバの接続料金

が、平成１３年度から平成１９年度の間に引き続い

て、将来原価方式で算定されたことは、接続事業者と

しても歓迎するところです。 

しかしながら、その接続料算定の結果は以下のよう

に僅かな低減に止まっています。 

・現行接続料 ￥５，０７４ （ＦＴＭ及び加算料含む） 

・改定後接続料 

⇒ＮＴＴ東日本 ￥４，７１３ （約－７．１％） 

⇒ＮＴＴ西日本 ￥５，０４８ （約－０．５％） 

この算定結果では、ＮＴＴ東西の独占状態にあるＦＴＴ
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

Ｈ市場の変化は期待できず、加えて、乖離額調整制

度といった個々の接続事業者にとっては事業リスクの

高い申請内容も含まれているため、本変更申請案

は、ＮＴＴ東西と接続事業者間の市場での競争が牽

引するＦＴＴＨの健全な普及を妨げる懼れがあると考

えています。 

また、平成２０年度からの３年間は、現状でのＦＴＴＨ

市場におけるＮＴＴ東西の独占的傾向に歯止めをか

け、ＮＴＴ東西以外の事業者との間の競争を活性化さ

せるための最終かつ重要な位置付けにある時期と考

えます。 

したがって、乖離額調整制度を削除した上で、接続料

金の適正性について再度検討を行い、またＦＴＴＨ市

場の発展のための競争促進策について早急に結論

を出し実施をすべきと考えます。 

用されている現行の接続料（以下、「現行接続料」という。）の水準と大

差なく、依然高い水準のまま維持されています。特に、光ファイバ部分

に着目すると、NTT 西日本殿については光信号端末回線伝送機能で

約 5%、光信号主端末回線伝送機能で約 7%もの値上げとなる内容で認

可申請がされています。 

• 加入光ファイバに係る接続料が、このような高い水準にとどまること

は、FTTH サービスをより多くの利用者に利用してもらう機会を逸する

一因にもなりかねないため、接続料水準の低廉化に向けた見直しや

厳格な検証を行うとともに、OSU 共用を前提とした分岐端末回線あた

りの接続料設定を実現する必要があると考えます。 

 

 

②-1 

乖 離 調

整制度 

東日本電信電

話株式会社 

 

西日本電信電

話株式会社 

今回の光ファイバ接続料の見直しに係る認可申請で

は、将来原価方式の乖離額調整制度について、「競

争事業者に起因する設備投資リスクや設備投資コス

トにかかる先行投資分コスト等を勘案してその適否を

判断することが必要」とされ、審査結果が一部保留と

されております。しかしながら、今回、当社が認可申

請した乖離額調整制度は、現行の接続料規則に規定

【意見】 

弊社共は、NTT 東西殿等の左記意見にあります乖離額調整を実施するこ

とは、以下の理由により適当ではないと考えます。 

• 乖離額発生の主たる要因は NTT 東西殿にあると考えられること 

• NTT 東西殿の非効率性に起因する乖離額を接続事業者が負担する

ことになること 

• 接続事業者にとって予見性がないこと 
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

されている実績原価方式の乖離額調整制度と同様の

制度を将来原価方式においても採用するものであり、

将来原価方式が現実にかかったコストを全額回収す

ることを大原則とする実際費用方式の１種類であるこ

とからすれば、当然、認められるべきものと考えま

す。また将来原価方式は、一定の予測に基づく算定

方式であり、実際の実績コスト・需要は、当社の経営

努力、営業戦略だけで決まるものではなく、今後のサ

ービス・技術動向や為替、金利、物価といった経済情

勢、消費動向、他社の営業戦略等の影響を受けるこ

とから、構造上、実績と予測に乖離が生じることは避

けられません。したがって、将来原価方式を採用する

場合は、こうした先々の他律的要因を含めた変動要

因によりコスト回収が過不足となるリスクを調整する

ことが不可欠であり、さらには、結果としての乖離分

については、自律的要因によるものと、他律的要因に

よるものを技術的に分離することはできないことか

ら、乖離額全体を自社と他社がそれぞれの需要に応

じて負担することが合理的であると考えます。なお、

今回の算定では、平成２２年度末までの需要に応え

るために必要となる光ファイバの芯線数に対応した最

小限のケーブル敷設に必要な投資を見込んでいるも

• 乖離額の起因者と負担者が異なってしまうこと 

• 将来原価方式の適用要件からすると乖離額調整制度は不適切なこと 

以下に、それぞれの理由について詳述します。 

 

【乖離額発生の主たる要因は NTT 東西殿にあると考えられること】 

• 弊社共は、将来原価方式による接続料算定に用いられた予測費用と

実績費用の乖離は、主に NTT 東西殿に起因するものであると考えま

す。 

• なぜなら、実績需要が現行接続料の算定時の予測需要を下回ってい

る以上、仮に実績需要に見合った設備構築を NTT 東西殿が行ってい

るのであれば、本来は実績費用の方が予測費用を下回るはずであ

り、にもかかわらず乖離額が発生しているのは、NTT 東西殿自身が過

度に先行投資を実施していたことが主たる要因であると推察されるた

めです。 

• また、NTT 東西殿は「結果としての乖離分については、自律的要因に

よるものと、他律的要因によるものを技術的に分離することはできな

いことから、乖離額全体を自社と他社がそれぞれの需要に応じて負担

することが合理的」と主張していますが、上記のような予測費用と実績

費用の乖離に係る検証を全く行っていない状況下では合理的でなく、

妥当性を欠いている主張であると考えます。 

• 従って、将来原価方式に対する乖離額調整制度の導入是非を検討す

る前に、まずは本申請に記述している予測費用と実績費用との乖離
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

のであり、不要な先行投資は含まれておりません。以

上のことから、当社が認可申請した乖離額調整制度

を認めていただきたいと考えます。 

について、その原因を徹底的に検証すべきと考えます。 

• なお、今回の本接続料において、仮に将来的に乖離額が発生したとし

ても、需要予測や設備投資計画等は全てＮＴＴ東西殿が独自に行った

ものであり、前回の申請と同様に乖離額が発生する主要因は NTT 東

西殿にあると言えると考えます。 

• また、従前から弊社共が指摘しているとおり、NTT 東西殿の光ファイ

バ接続条件等が、接続事業者の需要動向に大きな影響を及ぼすこと

にも留意が必要と考えます。 

 

【NTT 東西殿の非効率性に起因する乖離額を接続事業者が負担すること

になること】 

• 上記のように、乖離を発生させた主たる要因が NTT 東西殿の過剰な

設備投資等にあることを考慮すると、このような状況において乖離額

調整制度を導入することは、NTT 東西殿の過剰投資や非効率な事業

運営の結果を接続事業者に転嫁することとなり問題であると考えま

す。 

• そもそもNTT東西殿の接続料は、電気通信事業法（以下、「事業法」と

いう。）第 33 条第 4 項第 2 号に「接続料が能率的な経営の下における

適正な原価を算定するものとして総務省令で定める方法により算定さ

れた原価に照らし公正妥当なものであること」と規定されており、能率

的な経営の下における適正な原価であることが必要ですが、NTT 東

西殿が過剰投資等を実施していると考えられる状況で乖離額調整制

株式会社アッ

カ・ネットワー

クス 

乖離額調整制度について、将来原価方式（算定期間

中の費用と需要を予測して接続料を算定する方式）

は、予測と実績に乖離が生ずる要因を含んだもので

あり、乖離額調整制度の導入については賛同しま

す。 

なお、接続料の次期改定時に乖離額を調整する必要

性が生じた場合には、特に加算的乖離額が生じた場

合には、お客様の利便性確保の観点からもお客様の

利用料金に影響がでないように接続料算定で使用す

る項目の内容も含めて次期接続料を検討することが

望まれる。 

株式会社エネ

ルギア・コミュ

ニ ケ ー シ ョ ン

ズ 

そもそも，乖離が生じることは不可避であるが，まず，

これを最小限にする方策を探ることが重要と考えま

す。一案として，将来原価方式による算定期間をさら

に短縮することや，接続事業者による予測需要を加

味するなど精度を向上させることも有効と考えます。 

東 北 イ ン テ リ

ジ ェ ン ト 通 信

株式会社 

2. 平成２０年度以降の加入光ファイバに係る接続料

については、算定期間を単年度とする将来原価方式

とすべき。 
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

Ⅲ 算定期間を単年度とする将来原価方式による接

続料の算定 

1. 加入光ファイバに係る接続料については、今後の

普及が見込まれることから将来原価方式を採用する

ことが適当である。しかしながら、平成１９年度までの

過去７年間において適正なコスト回収ができなかった

原因は当初の予測コストと実績コストの間に大きな乖

離があったことである。将来原価方式において予測コ

ストと実績コストの乖離を最小限にする観点から、算

定期間を単年度とすべきである。 

2. 仮に、算定期間を単年度とすることが認められず、

複数年度となる場合は、適正なコスト回収の観点か

ら、少なくとも乖離額調整制度を採用することにより

予測コストと実績コストとの乖離を調整するべきであ

る。 

度を導入し、NTT 東西殿に対し非効率な事業運営による過度なコスト

を含むコスト回収を完全に保証することは、事業法の精神に反するも

のと考えます。 

 

【接続事業者にとって予見性がないこと】 

• 今後も相当な需要が見込まれるサービスに適用される将来原価方式

に対して、乖離額の調整を実施することは、算定期間終了後に大きな

不確定要素を生じさせることとなり、接続事業者において事前に NTT

東西殿の実績を把握できず、乖離額の妥当性を確認することが不可

能である以上、接続事業者の事業計画策定を困難とするものであり、

接続事業者の事業運営に多大な悪影響を与えるため、問題と考えま

す。 

• さらに、乖離額調整の規模によっては、接続料の値上げが接続事業

者で吸収し難い水準になり、利用者料金の値上げを誘発する可能性

があることを考えると、その影響は接続事業者に留まらないと考えま

す。 

• また、需要予測等は NTT 東西殿が独自に行っているものであり、実績

費用は NTT 東西殿の事業運営結果に依存することから、NTT 東西殿

の主張する乖離額の妥当性を接続事業者が検証することは不可能で

あると考えます。 

 

【乖離額の起因者と負担者が異なってしまうこと】 

東 北 イ ン テ リ

ジ ェ ン ト 通 信

株式会社 

Ⅱ 適正なコスト回収の実現 

1. ＮＴＴ東西の約款変更の認可申請によると、平成１

９年度までの過去７年間ＮＴＴ東西の加入光ファイバ

はコスト割れであったことになる。この過去７年分の

未回収コストは将来も加入光ファイバの接続料で補

填されることはない。 

2. 過去７年分の未回収コストは、ＮＴＴ東西の加入光
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

ファイバを利用しない役務を利用している加入者（以

下「光ファイバ非利用者」という。）が広く浅く負担して

いたことになり、結果とし、光ファイバ非利用者は高い

料金を支払わされていたことになる。 

3. このことは、加入光ファイバ利用者から光ファイバ

非利用者への料金の「つけ廻し」である。 

4. 利用しているサービスについて、そのコストを負担

するのはサービスを受けている者であるべきで、他の

サービスを受けている者に転嫁すべきではない。 

 

• FTTH サービスのような今後相当の需要の増加が見込まれるサービ

スに乖離額調整制度を導入した場合、新規参入事業者が乖離額を代

わりに負担させられる一方、相互接続を解消した接続事業者は本来

徴収されるべき乖離額を負担せずに済むことになるため、「不当な差

別的取扱い」に該当し、事業法第 33 条第 4 項第 4 号の規定に違反す

る恐れがあるものと考えます。 

• さらに、起因者負担が実現できず「不当な差別的取扱い」がなされて

いるとも受け取れる状況において、過年度の実績原価と接続料の実

績収入額との乖離を調整した場合、常識的な解釈として、当該年度の

原価は「適正な原価」とは解されず、当該 33 条 4 項第 2 号の規定にも

違反する恐れがあるものと考えます。 

 

【将来原価方式の適用要件からすると乖離額調整制度は不適切なこと】 

• NTT 東西殿の意見において、「今回、当社が認可申請した乖離額調

整制度は、現行の接続料規則に規定されている実績原価方式の乖離

額調整制度と同様の制度を将来原価方式においても採用するもの」、

また「将来原価方式が現実にかかったコストを全額回収することを大

原則とする実際費用方式の１種類である」とありますが、この考え方は

全くもって適切でないと考えます。将来原価方式は、今後、需要の増

加等が見込めるサービスについて、接続料を長期的に安定した安価

な水準に設定し、接続の円滑化を図り、中長期的に需要を喚起するこ

とを目指すべきものであり、その接続料は将来的なＮＴＴ東西殿の設

株式会社 

ＳＴＮｅｔ 

将来原価算定方式でのコスト算定では、常に予測と

実績に乖離が生まれる可能性があり、現にこれまで

の７年間においては、大きな乖離が生じました。これ

は偏に、急激に延びる市場における需要想定の難し

さからくるものであります。急拡大する光通信市場に

おいては、今後も予測と実績が乖離する可能性は非

常に高く、その結果、総論で述べたような加入者回線

を持つ事業者への被害が生まれる可能性が高まりま

す。従来のような被害を無くすためにも、原価算定方

式は将来原価算定方式ではなく、実績原価算定方式

にて算定すべきと考えます。 

今回のＮＴＴ東西からの申請においてＨ２０年度以降
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

のコスト予測を出しておりますが、その予測値を見て

も、Ｈ２０年度は現行の接続料の水準から見て大きく

乖離するものではないため、原価算定方式を将来原

価算定方式から実績原価算定方式に変更したとして

も、市場の混乱は無いと考えます。 

備構築・運営コストのベンチマークとして機能させるべきものであると

考えます（そのようなベンチマークとしての機能が働かなければ、NTT

東西殿に対して効率化を推進するインセンティブが働かないと考えま

す）。また、上述のとおり、完全なコスト回収を保証することは、NTT 東

西殿の非効率な事業運営を助長することになることから、適当ではあ

りません。 

• また、将来原価方式に乖離額調整制度を導入することは、平成 19 年

3 月 30 日付「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整

備について 答申」（以下、「接続ルール答申」という。）P22 において取

りまとめられている、実績原価方式における乖離額調整制度の導入

時に検討した問題解消策の 1 つを、以下の理由から無効化する結果

を招くことから不適切であると考えます。 

− 接続ルール答申において、「案③（乖離額調整）では、ある年

度の接続料について、当該年度の実績原価に基づき再計算し

た額との乖離分が 2 年後の接続料原価に反映されることか

ら、乖離が大きくなった場合の影響や事業者間の公平性が論

点になり得る」とされています。 

− また、接続ルール答申には上記の公平性に関する問題が回

避可能であるとする理由の 1 つに「需要が急激に増加し接続

料が大きく低廉化するような場合については、実績原価では

なく将来原価に基づき算定することが可能である」ことを挙げ

ています。 

株式会社 

ＳＴＮｅｔ 

今回、ＮＴＴ東西が先行投資分を含めた設備投資コス

トを適切に回収するための施策として乖離額調整制

度を申請されていますが、同じ設備構築事業者とし

て、１つの解決手段としては理解できる面もあります。

しかしながら、適正なコスト回収を行うためには、将来

原価算定方式と乖離額調整制度の組み合わせより

も、実績原価算定方式の方が分かり易く、かつ運用も

簡単ですので、本接続料の算定には実績原価算定

方式を採用すべきと考えます。 

株式会社 

ケイ・オプティ

コム 

設備構築事業者の立場から、先行投資分を含めて設

備投資コストを適正に回収できるしくみは必要である

と考えます。しかしながら、将来原価方式を採用して

いる限り、設定された接続料と実績コストが大きく乖

離する可能性は不可避であることから、適正なコスト

回収という観点からも実績原価方式により接続料を

算定することが望ましいと考えます。 

株式会社 ・本来接続料は、実績原価方式で算定し、必要に応じ
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

ケイ・オプティ

コム 

て毎年見直しを行えば良いものであると考えます。そ

のため、現在将来原価方式で算定しているものは、

あくまでも当面の措置とすべきものであって、可能な

限り速やかに実績原価方式へ移行するのが適当と考

えます。 

・よって、今回将来原価方式を採用する場合であって

も、算定期間は極力短期間とし、その後速やかに実

績原価方式へ移行すべきであると考えます。 

− このように、接続ルール答申では、乖離が大きくなる等の乖離

額調整に係る問題が生じそうな場合には、当時、乖離額調整

制度を採用しない前提としていた将来原価を用いることで、問

題を回避できるとしています。 

− 従って、仮に将来原価方式に乖離額調整制度を導入してしま

うと、実績原価方式における乖離額調整制度の導入検討の際

に上記問題を回避可能と判断した前提が変わってしまうことと

なり、実績原価方式において乖離額調整制度を導入した際の

考え方が成り立たなくなるため不適切です。 

• なお、そもそも現行の接続料規則における乖離額調整制度は、実績

原価方式における事後精算制度が廃止されたことに伴い規定された

ものであり、事後精算制度の廃止に伴う接続料規則の見直しの際、情

報通信審議会答申iにおいて、「従来実績原価方式により算定されて

いた接続料に係る精算方法を見直すことを目的としており、現在将来

原価方式、長期増分費用方式等他の算定方法により算定されている

ものの扱いを変更するものではない。」という考え方も示されていると

ころです。 

 

以上のように、まずは乖離額発生の要因等について十分な調査・分析を実

施しない限り、単に NTT 東西殿の非効率性や過剰投資に伴うコストを全て回

収可能とする仕組みを作るのみとなり、乖離の増加を助長する結果を招く恐

れがあることから、乖離額調整制度の導入は適当ではないと考えます。 

株式会社エネ

ルギア・コミュ

ニ ケ ー シ ョ ン

ズ 

そもそも，乖離が生じることは不可避であるが，まず，

これを最小限にする方策を探ることが重要と考えま

す。一案として，将来原価方式による算定期間をさら

に短縮することや，接続事業者による予測需要を加

味するなど精度を向上させることも有効と考えます。 
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

また、このような状況で乖離額調整制度の導入の是非についてこれ以上議

論を行うことは有意義ではないと考えます。仮に、今後もこのような議論を継

続するのであれば、NTT 東西殿の接続料において、NTT 東西殿の非効率性

を完全に排除し、事業法にある「能率的な経営の下における適正な原価」を

真に実現するために、非効率性を排除可能な接続料算定方式である LRIC 方

式による光ファイバ接続料算定の導入について並行して議論を行うことが適

切であると考えます。 

 

 

 

乖離額調整に関連するその他意見に対し、弊社共の意見を以下に述べま

す。 

【算定期間の短縮若しくは実績原価方式への移行】 

• 将来原価方式で生じる予測と実績の乖離額を抑制するために、算定

期間の短縮（1 年等）や実績原価方式への移行を求める意見がありま

すが、今後も相当の需要が見込まれる FTTH サービスに係る光信号

端末回線伝送機能及び光信号主端末回線伝送機能の接続料は、以

下の理由により、可能な限り長期の将来原価方式で算定することが適

当であると考えます。 

− 算定期間の長期化により、接続料水準の低廉化が見込まれ

るため、さらなる需要喚起につながること。 

− 接続料水準がより長い期間安定することで、新規事業者に対
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

する参入障壁が低下し、FTTH 市場における競争の活性化に

もつながること。 

 

【加入光ファイバ非利用者への乖離額のつけ廻し】 

• NTT 東西殿の現行接続料において生じた未回収コストは、「加入光フ

ァイバ利用者から光ファイバ非利用者への料金の『つけ廻し』」により

光ファイバ非利用者も一部負担しているとの指摘については、以下の

理由から、適切ではないと考えます。 

− 利用者料金は、一定の将来予測に基づき、一定の期間（各事

業者の戦略により短期間か中長期間かは異なる）で費用回収

するように設定され、他のサービスからの費用回収を前提とし

ないのが一般的であること。 

− サービス毎の収支において、黒字のサービス、赤字のサービ

スが存在することは、どの事業者においても発生しうる事象で

あり、光ファイバ利用者と光ファイバ非利用者という観点のみ

を捉えて、問題視することは適切でないこと。 

 

②-2 

乖 離 調

整制度 

KDDI 株 式 会

社 

乖離額を事後的に調整することは、事後的な追加負

担が生じるおそれのある競争事業者にとっては経営

上の不安定要因となります。さらに、調整時期によっ

ては、乖離の原因者と負担者が異なることにもなりま

す。従って、事後的な調整は予見性及び公平性の観

【意見】 

弊社共は、NTT 東西殿が接続料規則第 3 条に基づき特別の許可を求めて

いる、乖離額調整の実施を認めるべきでないとするKDDI殿、イー・アクセス殿

及びイー・モバイル殿の意見に賛同します。 

• 前項において弊社共が述べたとおり、そもそも乖離額発生の主たる要
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

点から認められるべきではありません。仮に予測と実

績に乖離が生じた場合、ＮＴＴ東・西は、算定期間中

であっても接続料を算定し直し、再申請することが現

行制度上可能であることからも、乖離額を事後的に

調整する必要はないと考えます。 

因は NTT 東西殿にあると考えられることから接続事業者が負担する

合理的な理由がなく、仮に乖離額調整を実施した場合は接続事業者

の経営上の不安定要素になる等、事業者間の競争を阻害する可能性

があるため、乖離額調整制度の導入を認めるべきではありません。 

• また、将来原価方式による本接続料の適用期間中において本接続料

を再度認可申請することが認められるのは、分岐端末回線あたりの

接続料設定の実施等、接続ルールの変更に伴い本申請における接

続料算定の前提（需要等）に変更が生じた場合に限るべきであり、そ

れ以外の理由で再度認可申請を行うことは認められるべきではないと

考えます。 

 

 

 

 

イー・アクセス

株式会社 

 

イー・モバイル

株式会社 

申請概要に記述のある「ＮＴＴ東西にとってはコントロ

ールすることの出来ないリスク」と乖離額調整制度の

導入を直接的にリンク付けすることは適切でないと考

えますので、今回の乖離額調整制度の導入は、申請

内容からの削除を前提とすべきと考えます。なぜな

ら、ＮＴＴ東西自身の申請を導入の契機とする本スキ

ームでは、結果的に公正競争を阻害する蓋然性が高

く、しかも実質的に導入の可否を検討するに十分な機

会と時間が用意されているとはいえません。加えて、

本変更申請案は、ＮＴＴ東西が策定したものであり、ま

た１．で申し述べたとおり情報開示が不十分な点も多

く、客観的な観点で合理的に導き出される算出過程

でないことは最も大きな問題点です。また、競争事業

者の加入ダークファイバの利用が見込まれない状況

とは、ＮＴＴ東西によるＦＴＴＨ市場の独占の可能性も

ありますので、この場合に、一方では、接続ルールが

有効に機能していないことの証左ともなりますので、
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

今時点から抜本的な措置（ＯＳＵの共用等その他方

法によるシェアドアクセスの有効的なアンバンドル）が

用意されているべきだと考えます。 

・「ダークファイバ（他事業者が利用する加入光ファイ

バ）」の実績について 

接続委員会で検討されている「次世代ネットワークに

係る接続ルールの在り方について」等の議論におい

ても、現行のシェアドアクセスの接続メニューでは、配

線ブロックの狭小さ等から分岐端末回線の収容数が

採算ラインにのらず、結果的に接続料の負担が割高

になるなどの問題点が、接続事業者から、繰り返し指

摘されています。これは、ＮＴＴ東西以外の事業者に

参入意欲があるにも関らず、利用実績が顕著に伸び

ない最大の要因となっていると考えます。 

 

③期間 KDDI 株 式 会

社 

加入者光ファイバの接続料については、低廉性と予

見性が確保される必要があります。従って、算定期間

を接続料規則の上限である５年間とすべきです。理

由は以下のとおりです。 

・次世代ブロードバンド戦略２０１０（平成１８年８月）で

は、平成２２年度に超高速ブロードバンドの世帯カバ

ー率を９０％以上にするとの目標が掲げられているた

【意見】 

弊社共は、将来原価方式の接続料算定に係る算定期間が 3 年間では短い

とする KDDI 殿の意見に賛同します。 

• 前述のとおり、本申請に係る算定期間の 3 年間が終了した後の平成

23 年度以降も、継続して需要の増加が見込めること等から、本申請に

おいて算定期間を 3 年間としていることは不適当であり、より長期間と

すべきです。 
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

め。 

・ＦＴＴＨは今後益々普及すると考えられ、平成２４年

度には３０００万加入になるとの予測もある。また、ＮＴ

Ｔ東・西の NGN 提供開始をきっかけとして、一挙に

ADSL から FTTH への切り替えが進む可能性もあり、

平成２２年度という中間点での区切りは、却って信頼

性の高い予測を困難にしていると考えられるため。 

・未利用設備（光ケーブル及びＦＴＭ）がコストに算入

されているが、需要増に伴い未利用分が少なくなると

想定されることから、設備を効率的に利用することに

努める他、算定期間を長めにとり、料金を安定化させ

る必要がある。 

• 具体的には、さらなる需要の喚起や、接続料の安定化による FTTH 市

場における競争の活性化を図るべく、平成 13 年度における現行接続

料の認可申請時と同様に、本申請においても算定期間を7 年間とする

ことが適当であると考えます。 

 

④ 

耐 用 年

数 

 

株式会社 

ケイ・オプティ

コム 

光ファイバはＭＭ型、ＳＭ型と推移してきましたが、そ

の後ＤＳＦ型やＮＺＤＳＦ型が開発されており、今後も

進化を続けていくと考えられます。また、特に加入者

系の光ファイバについては、架空ケーブルがほとんど

であることから、支障移設を行わなければならない場

合が多く、また暴風雨等による断線・張替も生じてお

ります。さらに、今後は設備構築事業者間での利用

者の乗換えも多く発生すると考えられるため、現時点

において耐用年数を延長することについて反対しま

す。 

【意見】 

弊社共は、本申請において用いられている経済的耐用年数を短縮すること

は不適当であり、むしろさらに長期の経済的耐用年数を適用することが適当

であると考えます。 

• NTT 東西殿は、LRIC モデルの経済的耐用年数を推計する際の考え

方を踏まえ、本申請に係る経済的耐用年数を推計したとしており、こ

れは過去の光ファイバ敷設及び撤去実績に基づくものと考えます。弊

社共は過去の実績のみに基づく推計は不適切と考えていますが、そ

の不適切な過去の実績に基づく推計値でさえ法定耐用年数を上回る

ものとなっており、本申請において用いられている耐用年数をさらに短
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

株式会社 

ＳＴＮｅｔ 

日本のほとんどの世帯および事業所にて利用してい

る加入電話サービスを提供するために使われている

メタルケーブルは、エンドユーザの移転などがあって

も、同一拠点にて別のエンドユーザが再びＮＴＴ東西

のサービスを利用する可能性が高いため、実質的な

耐用年数はかなり長いと考えられます。これに対し、

加入者系光ファイバは、まだ光ファイバを使ったサー

ビスの利用ユーザの割合が高くないため、エンドユー

ザの移転やサービスの解約があった場合、同一拠点

にて別のユーザが光ファイバを使ったサービスを利用

する確率は低いと考えられます。また、メタルケーブ

ルとは違い、光ファイバは、電力系事業者など加入者

系光ファイバを自ら保有する事業者との競争がある

ため、他事業者の光ファイバを利用する可能性も高

いと考えます。 

仮に同じ事業者が再びサービス提供するとしても、光

ファイバ自体も技術革新により現在も進化しており、

新たにサービスを提供する場合においても、既存の

光ファイバではなく、新たな規格の光ファイバを再度

敷設しなくてはならない可能性もあります。今回ＮＴＴ

東西は経済的耐用年数という考え方のもと、架空光

では１５年、地下光では２１年というかなり長い耐用年

縮することは適当ではないと考えます。 

• そもそも、光ファイバの経済的耐用年数の推計にあたっては、過去の

実績だけでなく、技術の進展等の要因によって、より長期の使用に耐

えうる現在使用されている光ファイバについて、今後、将来にわたって

利用されると想定される期間を考慮することが適当であると考えます。

この考え方に基づき、本申請で採用されている架空 15 年･地下 21 年

という経済的耐用年数は、さらに延長されるべきと考えます。 

• 経済的耐用年数の推計については、過去の撤去実績のみで算定する

ことや、光ファイバの老朽化のような物理的要因ではなく NTT 東西殿

の計画変更等に起因する撤去実績を含めて算定することは適切では

なく、30 年以上とすることが適当と考えます。 

• 例えば、NTT 東西殿は過去、光ファイバの主流がマルチモード光ファ

イバからシングルモード光ファイバへと移行したことにともない加入光

ファイバの再敷設を実施したと考えられますが、このような NTT 東西

殿に起因する撤去実績を含めて推計することは適当ではありません。

これは、今後の技術革新により、新たな規格（技術）の光ファイバを敷

設する場合であっても同様です。 

• また、NTT 東西殿は、NTT 東西殿の提供する次世代ネットワーク（以

下、「NTT-NGN」という。）に係るサービス展開においても、既存の地

域 IP 網にアクセスするための光ファイバを共有せず、個別に光アクセ

ス回線を設置することとしていることから、地域 IP 網から NTT-NGN へ

のマイグレーションの実施に伴い、地域 IP 網における光アクセス回線
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

数を用い接続料を算定しておりますが、前述のような

状況の中、この耐用年数は実態を反映していない可

能性が高いと思われます。光ファイバを使ったサービ

スが普及し始めたのは、ここ数年であり、事業者が同

じ光ファイバをどの程度の期間利用できるかは未知

数であります。このような状況下において、現在１０年

としている耐用年数を大きく延ばして原価算定に用い

ることは、時期尚早であると考えます。 

実態を把握しないまま耐用年数をむやみに延ばすこ

とは、この度明らかになったようなコストの予測値と実

績値の大きな乖離を生む原因となりますので、原価

算定に用いる耐用年数の延長には反対いたします。 

を撤去する可能性もあると想定されます。このような手法によるサービ

ス提供やエリア拡大は、物理的寿命を全うしていない光ファイバを撤

去することとなり、非効率であることから疑問が残るところです。従っ

て、仮に既設の光ファイバを撤去し、新たな規格の光ファイバを再敷

設するような事象が発生した場合は、再敷設の必要性や経済的合理

性等を明らかにした上で、最適な経済的耐用年数をその時点で検討

すべきと考えます。 

 

株式会社エネ

ルギア・コミュ

ニ ケ ー シ ョ ン

ズ 

特にお客さま宅に近い加入者系の光ファイバは，交

通事故による電柱の建替えや支障移転（区画整理・

建物の建替え等）による張替え，暴風雨や隣接建物

の火災等不可抗力による張替えが常に発生している

のが現実です。このような実状を踏まえ耐用年数を設

定すべきと考えます。 

東 北 イ ン テ リ

ジ ェ ン ト 通 信

株式会社 

Ⅱ 適正なコスト回収の実現 

5. また、接続料算定にあたって加入光ファイバの耐

用年数が延長されたが、利用実態としては、支障移

設や災害等の断線・張替が必要なこと及び光ファイバ
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項目 意見提出者 他事業者意見 再意見 

は技術革新が激しい技術分野であり将来の技術革新

等を考慮すると現時点で、耐用年数を延長することは

時期尚早である。 

 

以上 

                                                  
i 平成 19 年 6 月 21 日付け「電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案等」における「電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案等に対する意見及

びその考え方」の考え方 4 


